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平成14（2002）年11月の母子及び寡婦福祉法の改正に基づき、国として母子家庭及び寡婦の

生活の安定と向上のための措置に関する基本的な方針を策定した（平成15年３月策定、平成16

年２月一部改正）。これを受けて、都道府県等においても母子及び寡婦自立促進計画を策定し

ているところである（平成17年12月末現在では99地方公共団体が策定済、平成17年度中に24地

方公共団体が策定予定）。これらに基づき、平成17（2005）年度においては、以下のような具

体策を展開している。

1 就業相談・就職支援

母子家庭の経済的な自立を図る上で、就業支援は極めて重要である。全国の公共職業安定所

を通じて、年間５万人以上の母子家庭の母が就職しているが、これに加えて、平成17（2005）

年度は、母子家庭の母の就業支援も含めた総合的支援を行うため、母子自立支援員の大幅増員、

地域の拠点としての母子家庭等就業・自立支援センターの設置・活用などを進めているところ

である。

（1）母子自立支援員の配置

母子家庭の母等に対しては、離死別直後の精神的安定を図り、その自立に必要な情報提供、

相談等の支援を行うとともに、職業能力の向上や求職活動に関する支援を行うことが重要であ

る。このため、従来から都道府県に配置されていた母子相談員について、平成15（2003）年４

月に施行された改正母子及び寡婦福祉法により、母子相談員の名称を母子自立支援員に改める

とともに、配置が市及び福祉事務所設置町村にまで拡大され、業務についても職業能力の開発

の向上と求職活動に関する支援が追加された。これにより、母子自立支援員は、就業問題など

も含め母子家庭及び寡婦の抱えている問題を把握し、その解決に必要な助言及び情報提供を行

うなど、母子家庭の母の自立に向けた総合的な支援を行うことが期待されている。

さらに、母子自立支援員が十分にその役割を果たせるよう、全国研修会やブロックごとの研

修会を開催し、関連諸分野の専門家を講師として招くなどして、その資質の向上を図るととも

に、会議等を通じて適切な配置について依頼を行った。これにより、全国における母子自立支

援員の配置は、平成16（2004）年度には1,366名であったものが平成17（2005）年度には1,395

名（平成17（2005）年12月末現在）と増加したところである（図表２－１－１）。

図表2-1-1　母子自立支援員の配置状況 

 
 

平成15年度 
 

平成16年度 
 

平成17年度 

常　勤 
 

381名 
 

363名 
 

417名 

非常勤 
 

 962名 
 
 1,003名 
 
 978名 

計 
 

1,343名 
 

1,366名 
 

1,395名 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
（注）各年度３月末現在。平成17（2005）年度については、平成17（2005）年12月末現在。 
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（2）母子家庭等就業・自立支援センター

①概要

母子家庭等就業・自立支援センターは、母子家庭の母に対する就業相談の実施、就業支援講

習会の実施、就業情報の提供等一貫した就業支援サービスを提供するため、平成15（2003）年

度より新たに創設された事業である。

実施主体は地方公共団体（都道府県、指定都市及び中核市）であり、国と地方公共団体が２

分の１ずつ費用を負担している。

また、本事業は、母子福祉団体、社会福祉協議会等に委託して実施することができることと

されている。

母子家庭等就業・自立支援センター事業の実施状況は次のとおりである（図表２－１－２）。

平成17（2005）年度においては、全国83か所の自治体で母子家庭等就業・自立支援センター

事業が実施され、新潟県、富山県、愛知県、高知県、大分県においては、県、指定都市、中核

市による共同設置がなされるなど、地域の実情に応じ実施されている。

母子家庭等就業・自立支援センター事業における無料職業紹介の許可取得状況は平成17

（2005）年12月末までに全国で48か所となっており、事業主に対する各種助成金も活用した職

業紹介を実施している。

母子家庭等就業・自立支援センター事業については、平成16（2004）年度に比べ、その取組

みは進展しており、都道府県、指定都市においては、おおむね母子家庭等就業・自立支援セン

ターが設置されたところである。しかしながら、中核市においては、母子家庭等就業・自立支

援センター設置自治体が62.2%となっており、今後、都道府県との共同設置化を図るなど、地

域の実情に応じた取組みを進める必要がある。

②就業相談、就業促進活動

母子家庭の母等の就業相談に応じ、家庭の状況、職業能力の適性、職業訓練の必要性等を踏

まえ、就業への意欲形成、事業を経営する上での問題等について適切な助言を行うとともに、

求人情報等を提供している。また、就業に係る巡回相談を行うとともに、地域の企業の母子家

庭の母に対する理解と協力を得つつ、求人を開拓する就業促進活動を行っている。

就業相談の実施状況は、次のとおりである（図表２－１－３）。

図表2-1-2　母子家庭等就業・自立支援センター事業の実施状況 

 
 

実施自治体数 
 
 

実 施 割 合 

都道府県（47） 
 

47か所 
（47か所） 

 
100.0％ 

（100.0％） 

指定都市（14） 
 

13か所 
（12か所） 

 
92.9％ 

（92.3％） 

中核市（37） 
 

23か所 
（21か所） 

 
62.2％ 

（60.0％） 

合計（98） 
 

83か所 
（80か所） 

 
84.7％ 

（84.2％） 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
（注）１．上段の数字は、平成18（2006）年２月現在のものである。 
（注）２．下段（　）内の数字は、平成17（2005）年２月現在のものである。 
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平成17（2005）年４月から12月において、就業相談件数は昨年度同時期より約1.5倍増加し

ており、就業実績も約1.5倍増加している。

③就業支援講習会等事業

母子家庭の母等については、就業経験がない者、専業主婦であった期間が長く再就職に不安

がある者、転職希望はあるが仕事と家庭の両立に不安を抱えている者、就業に際して必要な技

能の習得やよりよい仕事に就くためのキャリアアップを望む者、起業するためのノウハウの習

得を望む者など、様々なニーズが考えられる。

そこで、地域の様々なニーズに応じて、仕事に結びつく可能性の高い能力や資格を習得する

ための就業支援講習会を開催しており、その実施状況は次のとおりである（図表２－１－４）。

図表2-1-4　就業支援講習会の実施状況 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 

受講者数 
（延べ数） 

就業実績（延べ数） 

総　数 内　訳 

常勤 非常勤・パート 自営業・その他 

216人 

342人 

244人 

357人 

915人 

   757人 

   896人 

   618人 

   825人 

2,478人 

15,504人 平成15年度 

平成16年度 

（4月～12月） 

平成17年（4月～12月） 

合計 

18,396人 

15,275人 

16,792人 

50,692人 

   415人 

   509人 

   341人 

   386人 

1,310人 

126人 

  45人 

  33人 

  82人 

253人 

図表2-1-3　就業相談の実施状況 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 

相談件数 
（延べ数） 

就業実績（延べ数） 

総　数 内　訳 

常勤 非常勤・パート 自営業・その他 

   420人 

1,393人 

   947人 

1,356人 

3,169人 

1,262人 

3,251人 

2,226人 

3,431人 

7,944人 

14,585人 平成15年度 

平成16年度 

（4月～12月） 

平成17年（4月～12月） 

合計 

32,385人 

23,092人 

34,583人 

81,553人 

   822人 

1,721人 

1,218人 

1,889人 

4,432人 

  20人 

137人 

  61人 

186人 

343人 
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④就業情報提供事業

講習会修了者等の求職活動を支援するため、公共職業安定所等職業紹介機関と連携しつつ、

母子家庭等就業支援バンクを開設し、母子家庭の母等の希望する雇用条件等を登録し、希望に

応じた求人情報を登録された母子家庭の母等に適宜提供するとともに、インターネット等を活

用した情報提供、電子メールによる相談、企業等への雇用を促進するための啓発活動なども行

っている。

就業情報提供事業の実施状況は、次のとおりである（図表２－１－５）。

⑤特別相談事業

母子家庭の生活の安定と児童の福祉の増進を図るため、養育費の取決めなど生活に密着した

様々な法律・経済的問題等について、弁護士等の専門家による相談事業を実施している。

特別相談事業の実施状況は、次のとおりである（図表２－１－６）。

図表2-1-6　特別相談事業の実施状況 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 

相談 
延べ件数 
総数 

相談内容 

法律問題 
養育費 
（取決め） 

養育費 
（履行確保） 

子育て・ 
生活支援 

経済的相談 その他 
その他 

2,585件 

5,068件 

3,197件 

4,759件 

426件 

601件 

433件 

538件 

151件 

271件 

198件 

229件 

678件 

916件 

668件 

565件 

   746件 

1,075件 

   758件 

   927件 

   263件 

1,108件 

   365件 

1,615件 

   321件 

1,097件 

   775件 

   885件 

平成15年度 

平成16年度 

（4月～12月） 

平成17年 
（4月～12月） 

図表2-1-5　就業情報提供事業の実施状況 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 

情報提供者数 
（延べ数） 

就業実績（延べ数） 

総　数 内　訳 

常勤 非常勤・パート 自営業・その他 

   207人 

   916人 

   633人 

   849人 

1,972人 

   653人 

2,099人 

1,491人 

2,037人 

4,789人 

  7,256人 平成15年度 

平成16年度 

（4月～12月） 

平成17年（4月～12月） 

合計 

22,798人 

16,065人 

22,940人 

52,994人 

   415人 

1,089人 

   810人 

1,054人 

2,558人 

  31人 

  94人 

  48人 

134人 

259人 
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⑥母子家庭等就業・自立支援センター事業等への評価

母子家庭等就業・自立支援センターの活動により、就業に結びついたことが明らかなものは、

延べ6,293人（平成17年4月から12月までの就業相談事業、就業支援講習会等事業及び就業情報

提供事業の実績の計、地方公共団体把握分に限る。なお、平成16年同時期の実績は延べ4,335

人となっている。）である。

母子家庭等就業・自立支援センターの就業実績については、延べ452名の就業実績を挙げた

センターなど、着実な取組みがなされている一方、就業実績を挙げられていないセンターもあ

り、今後、地方公共団体において一層積極的に取組みが図られるよう努めていく。

～地域に根ざした静岡の母子家庭等就業・自立支援センター～
静岡県では、母子家庭等に対する総合的支援を行うため平成16年６月に母子家庭等就

業・自立支援センターを設置し、事業運営を（社）静岡県母子寡婦福祉連合会に委託し

ている。

静岡県は、県域が東西に長いことから、多くの方に当センターを利用していただくた

め、（社）静岡県母子寡婦福祉連合会内に本所を置くほか、沼津市、静岡市及び浜松市の

県内３か所に東部・中部・西部の支所を置き、生活相談、無料職業紹介を含めた就業相

談、就業支援講習会及び巡回相談等の事業を実施している。

支所の特色としては、①３か所ともにJR鉄道駅の近くにある静岡県県民生活センター

内に置かれているため、利用者が気軽に利用しやすい場所にあること、②当センターの

ほか静岡県で設置している就職相談センター、ヤング・ジョブステーション及び消費生

活相談等の窓口が静岡県県民生活センター内の同一フロアにあるので、就業、生活相談

のワンストップ・サービス化が図られ、他の相談窓口との連携や情報交換が容易である

ことが挙げられる。

当センターの事業実績のうち、相談受付延べ件数は、平成16年度で870件であったが、

平成17年度は12月末現在で1,215件と増加している。

また、当センターを利用して就職した方は、平成16年度で40件、平成17年度は12月末

現在で116件である。

就業に結びついたケースの中には、①なかなか採用に結びつかず気落ちする求職者を

励ましながら就業支援した結果、母子家庭に理解のある企業に採用が決まったケース、

②就業経験が無く、何の資格も取得していない求職者に就業支援を行い、求人開拓した

企業に紹介した結果、採用が決まったケース等があり着実に成果をあげている。

平成18年度以降は、静岡市、浜松市と静岡県が共同で実施主体となり（社）静岡県母

子寡婦福祉連合会に委託し、ハローワーク及び市町等関係機関との連携を密にしながら、

地域に根ざした生活相談及び就業相談の更なる充実を図っている。
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（3）公共職業安定所における職業相談、職業指導

公共職業安定所において、寡婦等職業相談員を配置するなど、母子家庭の母を含め、就職を

希望する者に対し、きめ細かな職業相談及び職業紹介を実施している。

母子家庭の母について、平成17（2005）年度の新規求職申込件数は168,437件（平成16年度

134,669件）、紹介件数は271,571件（同200,126件）、就職件数は66,266件（同54,286件）である

（図表２－１－７）。

また、児童扶養手当受給者を対象とする自立支援プログラムの一環として、就職に向けた重

点的な支援を行うため、福祉事務所等と連携し、稼働能力や就労意欲がある児童扶養手当受給

者に対して、個々の態様やニーズ等に応じてきめ細かな就職支援を行う生活保護受給者等就労

支援事業を、東京都、大阪府及び14の政令指定都市で実施している。

2 職業能力開発

母子家庭の母については、婚姻中、離職していたことにより職業能力が低下していたり、就

業していても母子のみで自立した生活を確保するに足る収入を得るだけの職業能力に欠ける場

合も多い。このため、地方公共団体における自立支援施策の実施の推進を図るため、平成15

（2003）年度からは、従来の公共職業訓練に加えて母子家庭の母を対象に自立支援教育訓練給

付金、高等技能訓練促進費を創設し、実施している。

（1）自立支援教育訓練給付金

母子家庭の自立を促進するためには、母子家庭の母の主体的な能力開発の取組みを支援する

図表2-1-7　母子家庭の母の職業紹介状況 

資料：厚生労働省職業安定局調べ 

就職件数（万件） 
新規求職申込・ 
紹介件数（万件） 

H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H16 H17H15
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（年度） 

新規求職申込件数 
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就職件数 



第　 節

18

２
章
２
章

母子家庭の母の就業支援に関する施策1

必要がある。

このため、平成15（2003）年度から新たに、雇用保険の教育訓練給付の受給資格を有してい

ない母子家庭の母が教育訓練講座を受講し、修了した場合、当該母子家庭の母に対し経費の

40％（20万円を上限とする。）を支給する自立支援教育訓練給付金事業を実施している。

実施主体は、地方公共団体（都道府県、市及び福祉事務所設置町村）であり、費用について

は、国が４分の３を負担し、地方公共団体が４分の１を負担している。

また、対象となる教育訓練講座は、雇用保険制度の教育訓練給付の指定教育訓練講座等の講

座となっており、平成17（2005）年度からは、対象講座を都道府県等の長が地域の実情に応じ

て定めることができることとしたところである。

自立支援教育訓練給付金事業の実施状況は、次のとおりである（図表２－１－８）。

図表２－１－８も示すように、自立支援教育訓練給付金事業については、平成16（2004）年

度と比較すると、平成17（2005）年度は実施割合が高くなっているが、事業化されていないと

ころもある。今後、一層制度の周知を図り、母子家庭の母が自立教育訓練給付金事業を積極的

に活用できるよう、引き続き全国都道府県会議等を通じた働きかけを行っていく。

なお、厚生労働省のホームページ上に、自立支援教育訓練給付金事業や母子家庭等就業・自

立支援センター事業の内容等を紹介している。

図表2-1-9　主な自立支援教育訓練給付金事業の実績 

 
 

平成15年度 
 

平成16年度 
 

（4月～12月） 
 

平成17年（4月～12月） 
 
合計 

事前相談件数 
 

  1,569件 
 

  6,001件 
 

  4,491件 
 

  5,328件 
 

12,898件 

受講開始者数 
 

   483人 
 

3,129人 
 

2,212人 
 

2,999人 
 

6,611人 

支給者数 
 

   186人 
 

2,032人 
 

1,252人 
 

2,295人 
 

4,513人 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 

図表2-1-8　自立支援教育訓練給付金事業の実施状況 

 
 

実施自治体数 
 
 

実 施 割 合 

都道府県（47） 
 

47か所 
（45か所） 

 
100.0％ 
（95.7％） 

指定都市（14） 
 

14か所 
（7か所） 

 
100.0％ 
（53.8％） 

中核市（37） 
 

32か所 
（24か所） 

 
86.5％ 

（68.6％） 

一般市等（781） 
 

346か所 
（251か所） 

 
44.3％ 

（36.0％） 

合計（879） 
 

439か所 
（327か所） 

 
49.9％ 

（41.2％） 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
（注）１．上段の数字は、平成18（2006）年２月現在のものである。 
（注）２．下段（　）内の数字は、平成17（2005）年２月現在のものである。 
（注）３．「一般市等」とは、市（指定都市及び中核市を除く。）、特別区及び福祉事務所設置町村のことである（以下同じ。）。 
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（2）高等技能訓練促進費

介護福祉士、保育士などの資格は、母子家庭の母の就職の促進に効果が高く、取得促進が求

められているが、他方、これらの資格の取得を目的とする養成機関においては、一定期間、昼

間に授業を受けることが多いため、生計の担い手でありその収入が途絶えると生活を維持する

ことが難しくなる母子家庭の母にとっては受講が難しい状況にある。

こうしたことから、母子家庭の母の受講期間中の生活の不安を解消し、安定した修業環境を

提供するために、平成15（2003）年度から新たに、保育士等の養成機関で２年以上修業する場

合に一定期間（修業期間の最後の３分の１の期間(12か月を上限とする。））高等技能訓練促進

費（月額10万３千円）を支給する高等技能訓練促進費事業を実施している。

実施主体は地方公共団体（都道府県、市及び福祉事務所設置町村）であり、費用については、

国が４分の３を負担し、地方公共団体が４分の１を負担している。

また、対象となる資格は、介護福祉士、保育士、看護師、理学療法士、作業療法士のほか、

平成17（2005）年度からは、対象講座を都道府県等の長が地域の実情に応じて定めることがで

きることとしたところである。これにより、歯科衛生士等の資格が地方公共団体の裁量により

定められるなど、それぞれの地方公共団体の工夫により、就業支援への取組みがなされている

ところである。

高等技能訓練促進費事業の実施状況は、次のとおりである（図表２－１－11）。

図表2-1-11　高等技能訓練促進費事業の実施状況 

 
 

実施自治体数 
 
 

実施割合 

都道府県（47） 
 

40か所 
（37か所） 

 
85.1％ 

（78.7％） 

指定都市（14） 
 

11か所 
（5か所） 

 
78.6％ 

（38.5％） 

中核市（37） 
 

29か所 
（24か所） 

 
78.4％ 

（68.6％） 

一般市等（781） 
 

265か所 
（186か所） 

 
33.9％ 

（26.6％） 

合計（879） 
 

345か所 
（252か所） 

 
39.2％ 

（31.8％） 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
（注）１．上段の数字は、平成18（2006）年２月現在のものである。 
（注）２．下段（　）内の数字は、平成17（2005）年２月現在のものである。 

図表2-1-10　自立支援教育訓練給付金事業による就業実績の状況 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 

平成15年度 

平成16年度 

（4月～12月） 

平成17年（4月～12月） 

合計 

常勤 非常勤・パート 自営業・その他 

     89人 

総　数 

   938人 

   522人 

1,087人 

2,114人 

  27人 

278人 

162人 

312人 

617人 

     57人 

   565人 

   315人 

   673人 

1,295人 

    5人 

  95人 

  45人 

102人 

202人 
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高等技能訓練促進費事業についても、自立支援教育訓練給付金事業と同様、平成16（2004）

年度に比べ、実施自治体が増加しており、その取組みは進展しているところであるが、事業化

されていないところもあり、さらに実施率が高まるよう地方公共団体に働きかけていく。

高等技能訓練促進費を支給した母子家庭の人数は、平成15（2003）年４月から平成17（2005）

年12月までで、2,279人となっており、このうち資格を取得した者は863人となっており、取得

率は約38％となっている（図表２－１－12）。

また、就業実績については、就業に結びついた525人のうち、445人が常勤職員となっており、

その割合は約85%となっている（図表２－１－13）。

（3）公共職業訓練の実施

母子家庭の母等の就職を支援するため、訓練の受講を希望し、本人の職業能力、求職条件等

から、受講の必要性の高い者に対しては、無料で公共職業訓練の受講についてあっせんするこ

ととし、さらに、昭和52（1977）年度から雇用保険受給資格者以外の母子家庭の母が公共職業

安定所長の指示により公共職業訓練を受講する場合には、雇用対策法に基づく訓練手当を支給

（都道府県が支給し、国がその２分の１の額を負担）してきたところである（平成16年度にお

いては848人（平成15年度は836人）の母子家庭の母に対して支給。厚生労働省職業能力開発局

調べ）。

また、平成17（2005）年度より、自立支援プログラムに基づき福祉事務所を通じ受講を希望

する母子家庭の母等を対象に民間の教育訓練機関等の多様な委託先を活用した準備講習付き職

業訓練を実施したところである。準備講習付き職業訓練は、公共職業訓練受講の準備段階とし

て、意識啓発等を目的とした準備講習（４～５日程度）を実施し、準備講習修了者は、実際の

職業に必要な技能・知識を習得するための公共職業訓練（３～６月程度）を実施するものであ

る。

図表2-1-13　高等技能訓練促進費事業による就業実績の状況 

常　勤 
 

445人 

 
 

525人 

非常勤・パート 
 

62人 

自営業・その他 
 

18人 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
（注）数字は平成15（2003）年４月から平成17（2005）年12月までの実績である。 

総　数 
内　訳 

図表2-1-12　高等技能訓練促進費事業による資格取得者数 

事業対象者数 
 

2,279人 

資格取得者数 
 

863人 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
（注）数字は平成15（2003）年４月から平成17（2005）年12月までの実績である。 
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（4）保育士資格の取得

保育士資格については、近年、児童福祉法に基づく法定資格として位置づけられ（平成15年

11月29日施行）、この結果、保育士に対する社会的信用が高まり、保育士資格の取得を希望す

る者が増加する状況にある。

このような中、母子家庭等の就労を支援する観点から、平成15（2003）年度より、配偶者の

ない女子で現に児童を扶養しているもの又は配偶者のない女子として児童を扶養していたこと

のある者について

① 指定保育士養成施設において必修となっている保育実習について、家庭的保育事業に補助

者として従事している者又は従事したことのある者に対して、実習の一部を免除できる

② 保育士試験の受験資格に、家庭的保育事業に補助者として従事している又は従事した実務

経験を換算できることとし、高等学校等を卒業した者は２年、義務教育課程を卒業した者は

５年の従事経験があれば試験を受験できる

こととし、母子家庭の母等が保育士資格を取得しやすい環境を整えたところである。

3 雇用・就業機会の増大

母子家庭の母については、就業に当たって子育てと両立できることが求められる一方で、母

子のみで自立できる収入の確保が必要となることから、一般的に通常の求職者よりその就職条

件は難しい。このため、前述のような就職支援、能力開発支援に加えて、母子家庭の母の雇

用・就業機会の増大に資する方策として、特定求職者雇用開発助成金の活用や母子福祉団体等

への事業発注などを促しているところである。

（1）特定求職者雇用開発助成金

母子家庭の母等就職が特に困難な者の雇用機会の増大を図るため、これらの者を公共職業安

定所又は職業紹介事業者の紹介により、継続して雇用する労働者として雇い入れる事業主に対

し、特定求職者雇用開発助成金（賃金相当額の４分の１（中小企業事業主は３分の１）を雇入

れ後６か月ごとに２回）を支給している。平成17（2005）年度は、母子家庭の母等を継続して

雇用する事業主に対して、22,171件（平成16年度22,050件）、58億円（同57億円）を支給し

た。

（2）常用雇用転換奨励金

母子家庭の母は、生計の担い手であり、就労意欲が高く、安定した仕事に就くことを望んで

いるが、一方、仕事の経験が乏しいことから、技能習得が不十分であったり、子どもの養育等

のために就ける仕事に制限があるなど、よりよい仕事が得にくい状況にある。

こうしたことから、平成15（2003）年度から新たに、母子家庭の母と有期雇用契約を結び、

必要な研修・訓練を実施した後、常用雇用（雇用期間の定めのない雇用契約）に移行し、６か

月以上継続して雇用した場合には、事業主に対し、奨励金（母子家庭の母１人当たり30万円）

を支給する常用雇用転換奨励金事業を実施している。

実施主体は地方公共団体（都道府県、市及び福祉事務所設置町村）であり、費用については、
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国が４分の３を負担し、地方公共団体が４分の１を負担している。

常用雇用転換奨励金事業の実施状況は、次のとおりである（図表２－１－14）。

常用雇用転換奨励金事業への取組みについては、平成16（2004）年に比べ進展しているもの

の、自立支援教育訓練給付金などの給付金事業に比べ、実施自治体数が少なく、今後一層の取

組みの推進が望まれる。

また、本事業の利用状況であるが、母子家庭の母と有期雇用契約を結んだ事業主によるＯＪ

Ｔ計画書の提出件数は、平成15（2003）年４月から平成17（2005）年12月までで68件となって

おり、そのうち常用雇用に転換された者の人数は56人となっている（図表２－１－15）。

（3）トライアル雇用奨励金

母子家庭の母等は、子どもの養育との両立のため求職活動が制限されてしまうこと、未就職

期間が長いため就労能力への不安を有すること等により就職が困難な状況にある。このため、

母子家庭の母等がその家庭環境、適性・能力にふさわしい職業に就くことができるよう、国は、

求人者と求職者が相互に理解を深めるための試行雇用（トライアル雇用）制度（月額５万円

（最大３か月）を事業主に支給）を母子家庭の母等に対しても実施し、早期就職の促進を図っ

ている。平成17（2005）年度の母子家庭の母等のトライアル雇用開始者は、323人（平成16年

度251人）となっている。

（4）たばこ事業法の許可基準の特例

製造たばこの小売販売業の許可にあたっては、母子及び寡婦福祉法第26条及び第34条に基づ

き、同法第６条第３項に規定する寡婦若しくは同条第６項に規定する配偶者のない女子で現に

児童を扶養しているものに該当する者については、許可基準の特例として、大蔵省告示（平成

10年大蔵省告示第74号）２（１）に基づいて、同告示１の距離基準（図表２－１－16）を緩和

図表2-1-15　常用雇用転換奨励金事業の実績 

ＯＪＴ計画書提出件数 
 

68件 

常用雇用転換者数 
 

56人 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
（注）数字は平成15（2003）年４月から平成17（2005）年12月までの実績である。 

図表2-1-14　常用雇用転換奨励金事業の実施状況 

 
 

実施自治体数 
 
 

実施割合 

都道府県（47） 
 

29か所 
（29か所） 

 
61.7％ 

（61.7％） 

指定都市（14） 
 

5か所 
（3か所） 

 
35.7％ 

（23.1％） 

中核市（37） 
 

12か所 
（11か所） 

 
32.4％ 

（31.4％） 

一般市等（781） 
 

150か所 
（125か所） 

 
19.2％ 

（17.9％） 

合計（879） 
 

196か所 
（168か所） 

 
22.3％ 

（21.2％） 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
（注）１．上段の数字は、平成18（2006）年２月現在のものである。 
（注）２．下段（　）内の数字は、平成17（2005）年２月現在のものである。 



第２章　就業支援に関する施策等

23

２
章
２
章

した距離（距離基準に100分の80を乗じて得た距離）を適用しているところであり、平成16

（2004）年度において、本特例を適用して47件の新規許可を行った。

なお、平成12（2000）年度以降、本特例を適用した新規許可の推移は、図表２－１－17のと

おりである。

（5）母子福祉団体等への事業発注の推進

母子家庭の母の就業機会の増大を図るためには、母子福祉団体等母子家庭の母の福祉の増進

を主たる目的とする団体の受注機会を増大させることも有効である。

このため、国においても、地方公共団体に対し、母子家庭施策担当者の全国会議等を通じて、

母子福祉団体等の事業受注の機会の増大が図られるよう配慮するという、母子家庭の母の就業

の支援に関する特別措置法の趣旨について周知を図ったところである。

母子福祉団体等への事業発注については、平成17（2005）年４月から平成17（2005）年12月

までの期間内に、清掃業務の委託が18地方公共団体（平成16年同期は14地方公共団体）、売店

等物品販売が23地方公共団体（同20地方公共団体））、自動販売機の設置が39地方公共団体（同

35地方公共団体）で、それぞれ発注されている。

また、58地方公共団体において、「母子家庭等就業・自立支援センター事業」が母子福祉団

体へ委託されている（平成16（2004）年度は55地方公共団体）。

図表2-1-17　母子及び寡婦に対する特例を適用した新規許可状況 

 
 

許可件数 

平成16年度 
 

47件 

平成12年度 
 

78件 

平成13年度 
 

78件 

平成14年度 
 

65件 

平成15年度 
 

62件 

資料：財務省理財局調べ 

図表2-1-16　通常の距離基準（平成10年大蔵省告示第74号） 

環境区分 
地域区分 
 
指定都市 
 
市制施行地 
 
町村制施行地 

繁華街 
（Ａ） 
 
25 
 
50 
 
－ 

繁華街 
（Ｂ） 
 
50 
 
100 
 
－ 

市街地 
 
 
100 
 
150 
 
150

住宅地 
（Ａ） 
 
200 
 
200 
 
200

住宅地 
（Ｂ） 
 
300 
 
300 
 
300

（注）母子及び寡婦に対する特例は、上記距離に100分の80を乗じた距離を適用する。 

（単位：m） 
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母子家庭の母の就業支援に関する施策1

～北海道母子寡婦福祉連合会の公共施設清掃事業の受託について～
北海道母子寡婦福祉連合会は、昭和43（1968）年に母子家庭の母の就労対策の一環と

して、北海道本庁舎の一般清掃を受託し、当時85人の母子家庭の母が同じ境遇の中で助

け合いながら清掃事業を始めた。

以来38年間、母子家庭の母の就労の場を確保し、今では道の関係施設４か所に拡大さ

れている。

ここに至るまでの道のりは決して平坦ではなく、東京から清掃技能士を招いて、効率

的な水性ワックスの塗布の方法や、清掃器具の動かし方など清掃技術の勉強を重ね、今

日までの実績を重ねてきた。

現在40人の母子家庭の母・寡婦が、延べ面積70,000㎡の現場で朝７時から午後４時ま

で働いている。今ではその甲斐あって、母子家庭の母としての仕事に向かう厳しさと細

やかさで清掃をしているとの大きな評価を受けている。

しかしこれらの職場にも不況と効率化の波が押し寄せ、平成16（2004）年度にはパー

ト職員30名をやむなく解雇しなければならない状況となり、その後毎年清掃委託費の減

額もあり、定年退職者の後の新規職員の補充が出来ない状態となっている。

そんな中でも北海道母子寡婦福祉連合会の清掃事業は、母子家庭の母・寡婦の職場と

して今後も存在していかなければならないと考えており、「母子家庭の母の就業の支援に

関する特別措置法」の趣旨を踏まえ、母子家庭の母や寡婦の就労の場を一つでも多く確

保できるよう、行政機関の協力も得ていくこととしている。

（6）特定事業推進モデル事業

母子家庭の自立を促進するためには、母子家庭の置かれた状況の特殊性を考慮した新たな就

業支援施策の構築を推進する必要がある。

このため、平成15（2003）年度から新たに、母子家庭の新たな就業の機会を創出するなど、

地域の実情に応じた先駆的な事業をモデル的に実施し評価検討を行った上、推奨すべき事例と

認められた場合には全国的な普及展開を図る特定事業推進モデル事業を実施している。

実施主体は地方公共団体（都道府県及び市町村）であり、費用については、国と地方公共団

体が２分の１ずつ負担している。

平成17（2005）年度においては、太田市（群馬県）が「おおたITビジネスモデル事業」を

実施した。本事業では、太田市が独自に設置した太田市就職支援センター（ヤング・アタック

おおた）の職員にもアドバイザーとして加わってもらい、母子家庭の母が家庭においてデータ

入力システム等を使って大量の文書・数値・図面・地図などのデータの電子化作業を行うため

のブロードバンドを使ったデータの送信及び管理を行う新しい仕組みを構築することにより、

そこに新たな就労機会を創出し、母親の経済的な自立と生活への希望を与えると共に、今後の

継続的な運用が可能な仕組み作りを行うことを目的とした事業である。

また、新たに北海道が「在宅就労支援モデル事業」を実施した。本事業は、仕事と家庭の両

立を実現することができる就業形態と考えられる在宅就労により、困難な生活形態にある母子
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家庭の母の就業の機会を創出するため、研修とコーディネート機能を併せ持ったシステムの

有効性及びこのシステムにより母子家庭の母親の職業的自立による両立が図られることを検

証する事業である。

～おおたＩＴビジネスモデル事業～
太田市においてはこれまで、市内への進出企業の初期投資費軽減を図り、工業団地へ

の企業誘致を積極的に推進することにより、新たな雇用の創出や雇用機会の拡大を図り、

また、太田市独自の就職支援センター「ヤング・アタックおおた」を設立し、インター

ネットによる求人情報の提供や職業相談ならびに無料職業紹介事業の実施等、雇用確保

対策に積極的に取り組んできた。

しかしながら、母子家庭の母親においては、就職の際の制約条件により、自らが求め

る働き方や収入が伴っておらず、身体的・精神的な負荷が少なく母親が自立して生活で

きる理想的な環境を作り上げることが急務な状況となっている。

そこで、本事業では子どもと一緒に過ごす時間を持ちながらも、安定した収入を確保

する在宅就業の仕組みの構築を目指す。概要としては、インターネットを活用したパソ

コンによる単純なデータ入力を中心に、そこに新たな就労機会を創出し、母親の経済的

な自立と生活の安定を図り、今後の継続的な運用が可能となる仕組み作りを行う。

具体的には、市役所内に設置されている就職支援センター「ヤング・アタックおおた」

を中核に、就労に必要な環境整備や業務遂行支援等の整備を推し進めるとともに、東京

都内に設置したＩＴ活用就労センターから、遠隔技能アドバイス、スキル評価、業務管

理を実証的に行うことで在宅就労支援機能の拡充を図る。

また、平成16（2004）年度に太田市において実施した母子家庭の母親に対する就労支

援事業「おおたＩＴビジネスモデル事業」にて協力いただいたモニター18名の中から４

名の方を地元でのサポートメンバーとして活動（業務やスキルアップのサポート）いた

だき、加えて市内の母子家庭の母親から新たに公募したモニター10名が在宅就業に必要

なパソコンの操作技術を研修を通して身につけ、実際にデータ入力業務（在宅）を実証

的に行う。

これらの活動を通して、在宅就労での課題やサポートチームに必要なスキルを検証し、

母子家庭の母親が在宅でも効率的に業務が行えるよう、在宅就業希望者、地元に密着し

たサポーター、「ヤング・アタックおおた」の３者が相互補完的に連携できる仕組みの確

立を目指すものである。

4 児童扶養手当受給者に対する就労支援事業（自立支援プログラム）

児童扶養手当受給者の自立を促進するためには、個々の受給者の希望、事情等に対応した

自立支援プログラムを策定し、これを基に母子家庭等就業・自立支援センターやハローワー

クと緊密に連携しつつ、就業に結びつけていく必要がある。
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このため、福祉事務所等に母子自立支援プログラム策定員を配置し、母子自立支援員等と

連携し、児童扶養手当受給者に対し、個別に面接・相談を実施し、本人の生活状況、就業へ

の取組み、職業能力開発や資格取得への取組み等について状況把握を行い、個々のケースに

応じた自立支援プログラムを策定し、きめ細やかに、確実に、児童扶養手当受給者の自立促

進を図っていくことを目的として、平成17（2005）年度より母子自立支援プログラム策定事

業をモデル的に実施している。

実施主体は、地方公共団体（東京都、大阪府、指定都市）であり、費用については、国が

10分の10を負担している。

また、ハローワークにおいては、就労支援コーディネーター及び就職支援ナビゲーターを配

置し、児童扶養手当受給者の態様、ニーズ等に応じた効果的な就労支援を実施している。

母子自立支援プログラム策定事業の就業実績は、次のとおりである（図表２－１－18）。

～仙台市における母子自立支援プログラム策定事業及び生活保
護受給者等就労支援事業～

母子家庭の母の就業・自立には、本人の就労意欲が欠かせないが、直面している困難

が様々であることから、それぞれの置かれている生活環境に応じて、きめ細やかに支援

することが求められている。

このことから、平成17（2005）年度、仙台公共職業安定所（ハローワーク仙台）に就

労支援コーディネーター、就労支援ナビゲーター、職業指導官が新たに配置され、自立

意欲のある生活保護受給者や児童扶養手当受給者を対象に、それぞれの受給者の状況に

応じて、きめ細やかで確実な就労支援を行う「生活保護受給者等就労支援事業」が始ま

ったことを受けて、仙台市では、「母子自立支援プログラム策定事業」（平成17（2005）

年度モデル事業）を開始した。

福祉事務所（区保健福祉センター）で相談を受けた自立をめざし就業を希望する児童

扶養手当受給者に対し、ハローワーク仙台と連携を図り、公共職業安定所職員と福祉事

務所職員とがチームを組んで支援を進めている。

なお、自立支援プログラムを実施するにあたっては、宮城労働局やハローワーク仙台、

宮城県及び仙台市の福祉・経済の部局の関係者で構成する協議会を設置し、この協議会

において、就業支援を共通の課題に連携・協力して取り組むこととした。

このようななか、「福祉」と「雇用」の緊密な連携・協力をもとに、具体的な自立支援

図表2-1-18　母子自立支援プログラム策定事業による就業実績の状況 

常　勤 
 

18人 

 
 

71人 

非常勤・パート 
 

52人 

自営業・その他 
 
1人 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
（注）数字は平成17（2005）年４月から平成17（2005）年12月までの実績である。 

総　数 
内　訳 
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プログラムとそれを実行する体制（人と組織）が整い、これまでに22名の母子家庭の母

に対し、ナビゲーターによるマンツーマンの就労支援や、資格取得等の公共職業訓練、

職業の相談・紹介等を行い、12名が就職し、支援継続中であるが就職に期待を持てるな

ど、着実に効果をあげている。併せて、就職後においても、子育てや生活の面での支援

が必要となっている。

5 行政機関等における雇用促進の取組み

平成15（2003）年10月に、厚生労働省内における母子家庭雇用促進チームによってとりまと

められた「母子家庭の雇用促進に向けた当面の取組」や、平成16（2004）年３月に、関係省庁

で構成される母子家庭の母の就業支援に関する関係省庁連絡課長会議によって、「国の機関の

非常勤職員を公募する場合に、その求人情報を母子家庭等就業・自立支援センターへ提供する

とともに公益法人等に職員の求人情報を母子家庭等就業・自立支援センターへ提供することを

要請するなど、母子家庭の母の就業の促進に配慮する。」旨申し合わせたことに基づき、国の

機関の非常勤職員の求人情報を母子家庭等就業・自立支援センターへ提供するとともに公益法

人や社会福祉施設等の関係団体や地方公共団体に対しても、非常勤職員等の求人情報について、

母子家庭等就業・自立支援センターへ提供するよう要請している。

こうした取組みにより、平成17（2005）年４月から12月までの間に、母子家庭等就業・自立

支援センターの情報提供を通じて、国の機関には32名（１日の勤務時間が８時間で週５日勤務

している者は4名、それに満たない時間数・日数で勤務している者は28名）が採用されており、

地方公共団体及び関係団体には202名（１日の勤務時間が８時間で週５日勤務している者は46

名、それに満たない時間数・日数で勤務している者は156名）が採用されている（採用者数は

厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課調べによる。）。

さらに、母子家庭の母の雇入れの促進を図るとともに、母子家庭の母の就業機会を確保する

ため、母子福祉団体等への受注機会の増大が図られるよう配慮を促すため、平成16（2004）年

８月18日に、職業安定局長から（社）日本経済団体連合会、日本商工会議所、全国商工会連合

会、全国中小企業団体中央会に対し、母子家庭の母の就業の支援に関する特別措置法第５条及

び第６条に基づいて要請を行った。

また、平成17（2005）年６月に、関係省庁で構成される母子家庭の母の就業支援に関する関

係省庁連絡課長会議によって、「国の機関において、母子家庭の母の就業支援に関するリーフ

レット等を活用し、会計等の事務手続きの機会をとらえ、民間事業者に対し母子家庭の母の雇

用について協力を要請する等母子家庭の母の就業の支援に配慮する。なお、この場合には、公

務に対する国民の信頼を損なうことのないよう十分留意する。」旨申し合わせたことに基づき、

事業者向けリーフレットを用い、様々な事務手続の機会をとらえ、民間事業者に対し母子家庭

の母の雇用について協力を要請している（図表２－１－19）。
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図表2-1-19




